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１ 

 

 
 
 

衆
議
院
議
員
玉
木
雄
一
郎
君
提
出
岸
田
内
閣
に
お
け
る
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
支
援
策
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

 
 

国
税
庁
に
お
い
て
は
、
信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
（
発
行
会
社
の
役
員
等
に
付
与
す
る
こ
と
を
約
し
て
、
発
行
会
社

が
信
託
会
社
等
に
発
行
す
る
新
株
予
約
権
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
そ
の
実
質
は
、
発
行
会
社
が
役
員
等
に
付

与
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
行
使
に
よ
り
役
員
等
に
生
ず
る
経
済
的
利
益
に
つ
い
て
、
納
税
者
か
ら
個
別
の
照
会

が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
従
来
か
ら
、
所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
二
十
八
条
に
規
定
す
る
給
与
等
（
以

下
「
給
与
等
」
と
い
う
。
）
の
収
入
金
額
に
該
当
す
る
旨
の
回
答
を
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

 
 

こ
う
し
た
中
、
一
部
の
信
託
会
社
に
お
い
て
、
同
庁
の
見
解
と
異
な
る
主
張
が
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
同
庁
の
見
解

を
広
く
周
知
す
る
た
め
、
令
和
五
年
五
月
三
十
日
に
「
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
対
す
る
課
税
（
Ｑ
＆
Ａ
）
」
を
公
表
し
た

と
こ
ろ
で
あ
る
。 

二
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
の
課
税
に
関
す
る
照
会
記
録
」
に
つ
い
て
は
、
国
税
庁
に
お
い
て
、
納
税
者

か
ら
の
個
別
の
照
会
の
内
容
及
び
当
該
照
会
に
対
す
る
回
答
が
記
載
さ
れ
た
行
政
文
書
が
保
存
さ
れ
て
い
る
。 



 

２ 

 

 
 

ま
た
、
お
尋
ね
の
「
給
与
所
得
課
税
で
あ
る
旨
を
回
答
し
て
い
た
こ
と
」
の
記
録
に
つ
い
て
は
、
個
別
・
具
体
的
な
事
柄

を
含
む
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
詳
細
に
つ
い
て
の
答
弁
は
差
し
控
え
た
い
が
、
納
税
者
か
ら
国
税
局
に
対
し
て
、
役

員
等
が
信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
を
行
使
し
た
こ
と
に
よ
る
所
得
税
の
課
税
関
係
は
生
じ
な
い
と
解
し
て
よ
い
か
と
の

照
会
が
あ
り
、
当
該
照
会
に
対
し
て
、
役
員
等
が
そ
の
行
使
を
し
た
日
に
お
け
る
給
与
等
の
収
入
金
額
と
し
て
所
得
税
の
課

税
関
係
が
生
じ
る
旨
の
回
答
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

三
に
つ
い
て 

 
 

「
会
社
の
事
業
経
営
や
従
業
員
の
生
活
に
重
大
な
悪
影
響
を
生
じ
さ
せ
る
」
及
び
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
振
興
と
逆
行
す
る
」

と
の
御
指
摘
に
つ
い
て
は
、
国
税
庁
に
お
い
て
は
、
信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
対
す
る
課
税
の
取
扱
い
の
公
表
を
受

け
て
、
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
二
十
九
条
の
二
の
特
例
（
以
下
「
税
制
適
格
ス
ト
ッ
ク

オ
プ
シ
ョ
ン
の
特
例
」
と
い
う
。
）
の
取
扱
い
に
つ
い
て
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
は
同
条

第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
新
株
予
約
権
に
該
当
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
「
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド

デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画
二
〇
二
三
改
訂
版
」
（
令
和
五
年
六
月
十
六
日
閣
議
決
定
）
を
踏
ま
え
、
同
項
第
三
号
の
新
株
予

約
権
に
係
る
契
約
の
締
結
の
時
に
お
け
る
一
株
当
た
り
の
価
額
の
算
定
方
法
を
示
す
こ
と
と
し
て
い
る
な
ど
、
御
指
摘
の
「
ス



 

３ 

 

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
」
に
よ
る
税
制
適
格
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
の
特
例
の
活
用
を
推
進
す
る
た
め
の
環
境
整
備
を
行
っ
て
い
る
。

ま
た
、
役
員
等
に
よ
り
信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
が
行
使
さ
れ
、
所
得
税
の
課
税
関
係
が
生
じ
た
発
行
会
社
か
ら
源
泉

所
得
税
の
一
括
納
付
が
困
難
と
の
相
談
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
個
々
の
実
情
に
即
し
つ
つ
、
法
令
等
の
規
定
に
基
づ
き
、
適

切
に
対
応
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

 
 

ま
た
、
御
指
摘
の
「
わ
が
国
の
税
務
行
政
の
透
明
性
や
予
測
可
能
性
」
に
つ
い
て
は
、
一
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
、

国
税
庁
に
お
い
て
は
、
信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
の
行
使
に
よ
り
役
員
等
に
生
ず
る
経
済
的
利
益
に
つ
い
て
、
納
税
者

か
ら
個
別
の
照
会
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
従
来
か
ら
給
与
等
の
収
入
金
額
に
該
当
す
る
旨
の
回
答
を
し
て
き
た
ほ
か
、
「
ス

ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
対
す
る
課
税
（
Ｑ
＆
Ａ
）
」
を
公
表
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
御
指
摘
の
「
国
内
外
の
投
資
家
や
ス
タ

ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
信
頼
」
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
よ
う
、
引
き
続
き
、
適
切
な
対
応
を
行
っ
て
ま
い
り
た
い
。 


